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管理処分権を持つこと（破 78 条 1 項），および破産債権者は，破産手続によら
なければその権利を行使することができないこと（破 100 条 1 項）が挙げられ
る。そして，この二つの効果から派生する効果として，係属中の訴訟手続に











































































X と A は昭和 46 年 4 月に婚姻した夫婦である。昭和 61 年頃夫婦間は不
仲になり，X は昭和 62 年 10 月，A を被告として離婚および慰謝料，財産分
与請求訴訟（以下「前訴」という）を提起し，昭和 63 年 11 月 28 日，i） X と
A との離婚，ii） 子どもの親権者を A とすること，iii） A から X に対して金
1000 万円を分与すること，iv） A は慰謝料 500 万円を支払うことなどを内
容とする判決があり確定した。
X は，財産分与 1000 万円および慰謝料 2000 万円の支払請求権を被保全債
権として，A 所有の不動産に対する仮差押えの執行をしたところ，昭和 63
年 3 月 31 日，A は仮差押解放金 3000 万円を供託し（以下「本件供託金」とい
う），仮差押執行取消を申立て，これが認められた。その後の平成元年 1 月
































































































の額，ii） 民訴法 260 条 2 項の裁判を求める申立ての相手方が破産手続開始
決定を受けた場合における同申立てに係る請求権の破産債権該当性，iii） 本








X は，貸金業者である A およびこれを吸収合併した Y との間で，基本契
約に基づいて継続的に金銭の借入れと弁済を繰り返したところ，各弁済金の
うち利息制限法（平成 18 年法律第 115 号による改正前のもの）1 条 1 項所定の制限
を超えて利息として支払われた部分を元本に充当すると過払金が発生すると
して，Y に対して，不当利得返還請求権に基づき，過払金合計 182 万 7505
円および法定利息の支払いを求めた（以下「本訴」という）。
第一審（横浜地小田原支判平成 23 年 3 月 17 日金判 1430 号 22 頁）は，X の請求を
全部認容する旨の仮執行宣言付きの判決を言い渡した。これに対し，Y は控
訴を提起するとともに，X が原判決を債務名義として Y の預金債権を差し
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押さえたことにより，損害が生じたとして，民訴法 260 条 2 項の裁判を求め
る申立てを行い，X に対して，94 万 1038 円および遅延損害金の支払いを求
めた（以下「本件予備的反訴」という）。
原審の口頭弁論が終結された平成 23 年 5 月 30 日からおよそ一週間後の同
年 6 月 7 日，X は破産手続開始決定を受け，B が破産管財人に選任された。
原審の裁判所は，同年 6 月 27 日に Y の控訴を棄却する旨の判決を言い渡す




届出がされないまま，平成 24 年 4 月 11 日に終結した。
②　第二モデル事案と問題点
上記の事案について，一部修正を加えてモデル事案を設定する。具体的に










































































は，本件取引は一連の取引ではなく，平成 8 年 6 月 5 日から平成 12 年 7 月
17 日までの取引（以下「第一取引」という）と平成 14 年 4 月 15 日から平成 21
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